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１ 概要 

  「デフレ完全脱却のための総合経済対策（令和５年１１月２日閣議決定）」

により、物価高対策（給付金・定額減税一体支援）として令和６年度中に実施

した定額減税調整給付金（以下「当初調整給付金」という。）において、支給

額に不足が生じた方に、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、

定額減税不足額給付金を支給する。 

 

２ 定額減税不足額給付金の対象 

 (1) 不足額給付Ⅰ 

   当初調整給付金については、令和５年分の所得情報を用い、令和６年分の

所得税額を推計するなどし、所得税３万円、個人住民税１万円の定額減税が

しきれないものと見込まれた方に対し支給した。 

   今般、確定申告等により令和６年分所得税の定額減税額等が確定したこと

から、令和７年度住民税の賦課期日（令和７年１月１日）に本市に住所を有

する方等（住登外課税者含む。）のうち、本来給付すべき調整給付金と、当

初調整給付金との間で差額が生じた方を対象に、その差額（不足額）を支給

する。（１万円単位で切り上げ） 

 

 (2) 不足額給付Ⅱ 

   以下のいずれの要件も満たす方を対象に、原則４万円を支給する。 

  ○定額減税前の「所得税額」及び「個人住民税所得割額」が零（ゼロ）円で、

本人が定額減税の対象外である。 

  ○「青色事業専従者・事業専従者（白色）」又は「合計所得金額４８万円超」

により、税制度上の扶養親族から外れ、扶養親族等として定額減税の対象

外である。 

  ○低所得世帯向け給付金（令和５年度非課税世帯給付金等）対象世帯の世帯

主・世帯員に該当していない。 
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３ 対象件数 

  約１３，０００人 

（内訳：不足額給付Ⅰ 約１１，５００人、不足額給付Ⅱ 約１，５００人） 

 

４ 支給までの流れ 

 (1) 各支給対象者に通知書を送付 令和７年８月２０日（水） 

  ア 公金受取口座を登録している方や過去の給付金において口座登録のあ

る方へ、支給通知書（プッシュ型）を送付する。（原則、手続き不要） 

※口座変更の希望や受給辞退の申し出期間を確保した後に振り込む。 

  イ 上記以外、振込先の口座登録のない方等へ、確認書を送付する。 

  ※その他、転入により前市町村で受給した当初調整給付金額が確認できない

方等は、別途申請書の提出が必要。 

 (2) 確認書や申請書の受付・審査（郵送又は電子） 

 (3) 給付金を指定口座へ振り込み 

 

５ 支給時期 

  初回振込予定日 令和７年９月１２日（金）※以降、受付処理後に順次支給 

 

６ 申請期限 

  令和７年１０月３１日（金）（当日消印有効） 

 


